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住民アンケート実施概要

住民の意向調査として、若者・子育て世代向け住民アンケートを下記のとおり実施しました。

結婚・出産・子育て、定住・移住、就労

に関する実態やニーズを調査
概要

実施方法

対象

➢ 市内在住者

➢ 16歳以上～50歳未満

➢ 1000人無作為抽出

※年齢・性別・各地区の人数を考慮

※全世代住民向けアンケートと対象者が重複しないように抽出

➢ 紙の回答依頼文（QRコード）付きを郵送配布

➢ QRコードでのWEB回答のみ

回答結果 ➢ WEB回答239件

実施期間 2024年9月30日～10月18日



クロス集計（詳細分析結果）
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結婚の希望について
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結婚に対する考え方（年齢）

20代前半より20代後半にかけて結婚している割合が大幅に高くなっています。30代前半では結婚の意向がある人
がいる一方、結婚しない意向の人の割合も増加し、40代以降では結婚の意向がある人は少なくなっています。
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30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳
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現在結婚している 結婚するつもりがある どちらともいえない 結婚するつもりはない 答えたくない

⚫ 20～24歳から25～29歳において「現在結婚している」の割合は43%高くなっている
⚫ 30～34歳では「結婚するつもりはない」の割合が16%と他の年代よりも高くなっている
⚫ 40～44歳以降では「結婚するつもりがある」はほとんどいない
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（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）



未婚である理由（年齢）

20代前半までは若すぎることや仕事・趣味・学業に集中したいと考える人が多く、20代後半では相手に巡り合って
いないことや生活設計への不安が未婚である理由となっています。30代前半では独身であることや結婚の必要性
を感じていないことも未婚の理由となっています。

⚫ 20～24歳以下において5割以上が結婚するには若すぎると感じており、4割以上が仕事・趣味・学業に集中したいと感じている
⚫ 25～29歳においては67％が相手とめぐり合っていないことや結婚後の経済的な生活設計への不安があると感じている
⚫ 30～34歳においては独身のほうが気楽であると感じていたり、必要性を感じていない人も存在する

※複数回答
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16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

結婚するにはまだ若すぎるから

今は仕事・趣味・学業に集中したいから

独身の場合、自由や気楽さを感じるから

結婚を意識する相手にまだめぐり会っていないから

結婚後の経済的な生活設計に不安があるから

結婚する必要性を感じないから

他人とうまくつきあえないから

親や周囲が結婚に同意しない（と思う）から

答えたくない

※結婚に対する考え方で「結婚するつもりがある」「どちらともいえない」と回答した人を対象

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）



結婚の支援策として重要なもの（年齢）

結婚の支援策として子育て施策の充実が重要と感じている人が多く、特に20代前半・30代前半においては高い
割合を占めています。30代後半以前では金銭面の支援、30代後半以降においては出会いの場の支援などが求め
られています。
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16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

結婚や住宅に対する

資金貸与や補助を行うこと

出会いの場を提供すること

結婚した方が有利となるような

支援を行うこと

結婚しても働きつづけられるような

職場環境を推進すること

結婚を推奨するような

啓発活動を行うこと

子育て支援が充実していること

※複数回答

※結婚に対する考え方で「結婚するつもりがある」「どちらともいえない」と回答した人を対象

⚫ 30代前半以前では子育て施策の充実が重要と感じている人の割合が高くなっており、30～34歳では100％の人が重要と感じている
⚫ 30代後半以前では結婚や住宅に対する資金貸与や補助が重要と感じている
⚫ 35～39歳、45～49歳において出会いの場の提供が重要と感じている人の割合が高くなっている
⚫ 16～19歳、30代において結婚しても働き続けられるような職場環境の推進が重要と感じている人の割合が高くなっている

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）



結婚の支援策として重要なもの（結婚への考え方）

子育て支援の充実や金銭面での支援が重要と感じている人が多い一方、結婚するつもりがある人は結婚した方

が有利となる支援を、結婚意向がどちらともいえない人は出会いの場の提供が重要と感じています。

⚫ 「結婚するつもりがある」「どちらともいえない」と回答した人はともに子育て支援の充実や結婚や住宅に関する金銭的補助、
結婚しても働き続けられる職場環境の推進が重要と感じている

⚫ 「結婚するつもりがある」と回答した人の方が結婚した方が有利となるような支援が重要と感じている

⚫ 「どちらともいえない」と回答した人の方が出会いの場の提供が重要と感じている
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子育て支援が充実していること

結婚や住宅に対する資金貸与や補助を行うこと

結婚しても働きつづけられるような職場環境を推進すること

結婚した方が有利となるような支援を行うこと

出会いの場を提供すること

結婚を推奨するような啓発活動を行うこと

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

結婚するつもりがある

どちらともいえない

※複数回答

（n=170）

（n=117）

（n=123）

（n=73）

（n=55）

（n=6）



出産の希望について
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現在の子どもの人数（年齢）

10代後半から20代前半では子どもがいる人はほとんどおらず、20代後半から30代前半にかけて子どもの人数1人・
2人の占める割合が高くなり、30代前半から30代後半にかけて子どもの人数3人の占める割合が高くなっています。
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25～29歳
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０人 １人 ２人 ３人 ４人
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⚫ 16～19歳、20～24歳においては9割以上が子どもの人数が0人となっている
⚫ 25～29歳、30～34歳においては子どもの人数0人が5割程度を占めている一方、35～39歳以上では2割程度となっている
⚫ 年代が上がるにつれ、子どもの人数2人が占める割合が多くなっている
⚫ 子どもの人数3人以上の占める割合は35～39歳以上では大きな変化が見られず、30代前半から30代後半にかけて高くなっている

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）



生活状況考慮あり・なしの場合の理想の子どもの人数（年齢）

生活環境を考慮した際に理想の子どもの人数が全年齢において少なくなっています。特に25～29歳においてその
差は顕著になっています。

年齢ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮あり）
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45～49歳
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０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

⚫ 25～29歳では理想の子どもの人数が1人が占める割合が60％と高
くなっている

⚫ 30歳～34歳以上において5割程度が理想の子どもの人数が2人で
あると回答している
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年齢ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮なし）
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０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

⚫ 25～29歳では生活状況を考慮する場合に比べて、生活状況を考慮
しない場合、理想の子どもの人数を2人以上希望する割合が大幅に
多くなっている

⚫ 全年代において生活状況を考慮する場合に比べて、生活状況を考慮
しない場合、3人以上の子どもを理想の人数とする割合が増えている

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）
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20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子育てや教育にお金がかかりすぎ収入でまかなえない

働きながら子育てできる職場環境ではない

仕事や日常生活が忙しく余裕がない

子どもがのびのび育つ社会環境ではない

保育サービスが整っていない

自分や夫婦の生活や趣味を大切にしたい

年齢的な理由や不妊など出産に不安がある

雇用が安定していない

理想の子どもの人数をもつための課題（年齢）

理想の子どもの人数を持つために全年齢において金銭面や仕事や生活の忙しさを主な課題となっています。一方

で、20代後半では生活や趣味を大切にしたいと感じている人もおり、年齢があがるにつれ、不妊等の不安を感じる
人が多くなっています。

※結婚に対する考え方で「現在結婚している」と回答した人を対象

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 全年齢において、子育てや教育にお金がかかることがもっとも課題と感じており、職場環境や仕事や生活の忙しさなども
主な課題となっている

⚫ 25～29歳においては、自分や夫婦の生活や趣味を大切にしたいことや、保育サービスが整っていないこと、雇用が安定
しないことも課題に感じている

⚫ 20代後半から年代があがるにつれ、年齢的な理由や不妊など出産に不安を感じる人の割合が高くなっている

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）
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理想の子どもの人数をもつために必要な支援（年齢）

若い世代は保育・出産、世代があがるにつれ、進学にかかる費用の軽減が求められています。また、20代後半から
30代後半において入園しやすい保育園や、30代前半においては病児保育などが求められています。
20代においては地域での子育て・生活の助け合いも求められています。

保育料の
負担軽減

出産費用の
負担軽減

隣近所や地域
全体での

子育て・生活
の助けあい

長時間保育の
実施

小学校～中学
校までの就学
時の負担軽減

利用しやすい
学童保育
（留守家庭
児童会）

入園しやすい
保育園

子どもの
遊び場などの

確保

子どもが病気
やケガのときに
預けられる
施設の充実

育児・家事に
関する家族等
のバックアップ

職場における
理解や支援

高校や大学
・専門学校等
進学時の
負担軽減

20～24歳
100% 100% 50% 50% 50% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

25～29歳
75% 38% 38% 13% 50% 13% 50% 38% 25% 25% 38% 38%

30～34歳
57% 52% 14% 29% 48% 14% 38% 29% 48% 33% 24% 52%

35～39歳
64% 43% 21% 11% 43% 21% 43% 39% 18% 36% 39% 43%

40～44歳
47% 28% 19% 11% 58% 19% 14% 31% 28% 42% 28% 58%

45～49歳
33% 35% 20% 22% 29% 15% 25% 33% 38% 47% 44% 56%

※結婚に対する考え方で「現在結婚している」と回答した人を対象

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 比較的若い世代においては保育料・出産費用などの負担軽減、比較的高齢の年代においては高校・大学・専門学
校などの進学時の負担軽減が求められている

⚫ 20代では他の世代と比べて隣近所や地域での子育て・生活の助け合いを求めている人が多い
⚫ 25～29歳から35～39歳では入園しやすい保育園を求めている人が多い
⚫ 30～34歳では病児などの際の施設の充実を求めている人が多い
⚫ 育児・家事に関する家族等のバックアップは年代があがるにつれ多くなっている

（n=21）20～24歳

（n=15）25～29歳

（n=32）30～34歳

（n=47）35～39歳

（n=35）40～44歳

（n=64）45～49歳



現在の子どもの人数（居住地区）

西鳥取地区では子どもの人数が0人の割合が高いのに対し、下荘地区では2人の割合が他地区に比べて大幅に
高くなっています。また、下荘地区・東鳥取地区では子どもの人数が3人以上の割合が高くなっています。
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29%

42%

16%

34%

26%

14%

18%

31%

26%

31%

51%

6%

13%

8%

14%

3%

6%

6%

2%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人
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⚫ 西鳥取地区においては子どもの数が0人の割合が42％と他地区と比べて多くなっている
⚫ 下荘地区では子どもの人数が２人の割合が51%と他地区と比べて多くなっている
⚫ 下荘地区、東鳥取地区では子供の数が3人以上の割合が他地区と比べて多くなっている

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）



理想の子どもの人数をもつための課題（居住地区）

全地区において金銭面での課題を感じている人が多くなっています。西鳥取地区や下荘地区では仕

事や日常生活の忙しさ、働きながら子育てできる職場環境を課題に感じている人が多くなっています。
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尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子育てや教育にお金がかかりすぎ収入でまかなえない

働きながら子育てできる職場環境ではない

仕事や日常生活が忙しく余裕がない

子どもがのびのび育つ社会環境ではない

保育サービスが整っていない

年齢的な理由や不妊など出産に不安がある

自分や夫婦の生活や趣味を大切にしたい

※結婚に対する考え方で「現在結婚している」と回答した人を対象

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 子育てや教育にお金がかかることについて全地区において最も高い割合となっているが特に西鳥取地区、下荘地区に
おいて課題に感じている人が多い

⚫ 仕事や生活の忙しさや、働きながら子育てできる職場環境について特に下荘地区において課題に感じている人が多い

⚫ 保育サービスについて下荘地区や東鳥取地区において課題に感じている人が多い

⚫ 自分や夫婦の生活や趣味を大切にしたい人が西鳥取地区には多い

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）



理想の子どもの人数をもつために必要な支援（居住地区）

全地区において金銭面での支援が必要と感じています。遊びの確保は尾崎地区、入園しやすい保育園は下荘地

区、病児等に預けられる施設は東鳥取地区において必要と感じている人が多くなっています。また、育児・家事の

バックアップは西鳥取地区、下荘地区において必要と感じている人が多くなっています。
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尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高校や大学・専門学校等進学時の負担軽減

保育料の負担軽減

子どもの遊び場などの確保

小学校～中学校までの就学時の負担軽減

育児・家事に関する家族等のバックアップ

出産費用の負担軽減

職場における理解や支援

子どもが病気やケガのときに預けられる施設の充実

入園しやすい保育園

※結婚に対する考え方で「現在結婚している」と回答した人を対象

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 全地区において進学時や保育料の負担軽減が必要と感じている人が多い

⚫ 子どもの遊び場の確保は特に尾崎地区において必要と感じている人が多い

⚫ 下荘地区は入園しやすい保育園が必要と感じている人が他地区に比べて多い

⚫ 病気やケガの時に預けられる施設は東鳥取地区において必要と感じている人が他地区に比べて多い

⚫ 育児・家事におけるバックアップは西鳥取地区、下荘地区において必要と感じている人が他地区に比べて多い

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）



生活状況考慮あり・なしの場合の理想の子どもの人数（居住地区）

全地区において生活状況を考慮すると理想の子どもの人数が少なくなっています。また、西鳥取地区においては

他地区に比べて理想の子どもの人数が少なく、東鳥取地区においては3人以上を理想の子どもの数とする人の
割合が高くなっています。

⚫ 全地区において生活状況を考慮する場合に対して理想の子どもの
人数は多くなっている

⚫ 西鳥取地区では他地区に比べて理想の子どもの人数が少なくなっ
ている

⚫ 東鳥取地区では3人以上を理想の子どもの人数とする人の割合が
57％存在し、他地区と比べて多い

居住地区ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮あり）

12%

10%

16%

10%

28%

20%

29%

23%

51%

47%

49%

52%

9%

18%

7%

11%

2%

3%

2%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

⚫ 西鳥取地区では他地区に比べて理想の子どもの人数が少なくなっ
ている

⚫ 東鳥取地区では3人以上を理想の子どもの人数とする人の割合が
2割以上存在し、他地区と比べて多い
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居住地区ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮なし）

7%

5%

11%

3%

9%

7%

7%

5%

35%

32%

49%

43%

40%

38%

27%

39%

5%

11%

4%

8%

5%

8%

2%

2%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）



生活状況考慮あり・なしの場合の理想の子どもの人数（結婚への考え方）

結婚への意欲が高いほうが理想の子どもの人数も多くなっています。また、結婚に対するいずれの考え方において

も生活状況を考慮しない場合、考慮する場合の理想の子どもの人数よりも多くなっています。

結婚への考え方ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮あり）

4%

10%

24%

44%

33%

24%

35%

24%

11%

17%

52%

48%

48%

39%

42%

17%

6%

4%

6%

3%1%

8%

現在結婚している

結婚するつもりがある

どちらともいえない

結婚するつもりはない

答えたくない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上
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結婚への考え方ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮なし）

1%

16%

22%

33%

5%

10%

16%

11%

35%

61%

36%

28%

33%

41%

29%

28%

33%

25%

11%

4%

6%

7%

8%

現在結婚している

結婚するつもりがある

どちらともいえない

結婚するつもりはない

答えたくない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

⚫ 未婚の人についても生活状況を考慮する場合よりも考慮しない場
合の方が理想の子どもの人数は多くなっている

⚫ 結婚に対するいずれの考え方においても生活状況を考慮しない場
合、理想の子どもの人数が3人と考える人の割合は２～４割程度
存在している

⚫ 現在結婚している人は理想の子どもの数が他の結婚への考え方と
比べて多くなっており、理想の子どもの人数を3人としている人の割
合も高くなっている

⚫ 結婚するつもりがある人は、どちらともいえない人、結婚するつもりは
ない人と比べて理想の子どもの人数が多くなっている

（n=153）

（n=31）

（n=25）

（n=18）

（n=12）

（n=153）

（n=31）

（n=25）

（n=18）

（n=12）



生活状況考慮あり・なしの場合の理想の子どもの人数（現在の子どもの人数）

生活状況を考慮する場合では現在の子どもの人数が理想の子どもの人数を上回っている人も多くなっていますが、

生活状況を考慮しない場合では上回っている人が少なくなっています。

現在の子どもの人数ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮あり）
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０人

１人

２人

３人

４人

５人以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人

※結婚に対する考え方で「現在結婚している」と回答した人を対象

現在の子どもの人数ごとの

理想の子どもの人数（生活状況考慮なし）

※結婚に対する考え方で「現在結婚している」と回答した人を対象

理
想
の
子
ど
も
の
人
数

現在の子どもの人数

０人

１人

２人

３人

４人

５人以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １人 ２人 ３人 ４人

理
想
の
子
ど
も
の
人
数

現在の子どもの人数

⚫ 理想の子どもの人数が2人と考えている人は現在の子どもの人数が0
人が最も多く、次いで1人、2人となっている

⚫ 理想の子どもの人数が3人と考えている人は現在の子どもの人数が3
人が最も多く、次いで2人、1人となっている

⚫ 生活状況を考慮する場合と比べると理想の子どもの人数が4人と考
えている人で現在の子どもの人数が3人以下の人は多くなっている

⚫ 理想の子どもの人数が0人、4人と考えている人は現在の子どもの
人数と一致している人が多い

⚫ 理想の子どもの人数が2人と考えている人は現在の子どもの人数が
2人が最も多く、次いで1人、3人となっている

（n=6）

（n=36）

（n=79）

（n=26）

（n=4）

（n=2）

（n=2）

（n=7）

（n=54）

（n=62）

（n=17）

（n=11）



理想の子どもの人数を持つための課題（現在の子どもの人数）

金銭面での課題を感じている人が多いものの、現在の子どもの人数が多くなっても課題を感じる人の割合は高く

なっていません。一方、現在の子どもの人数が増えるほど、仕事と子育ての両立に課題を感じている人は多くなっ

ています。
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０人

１人

２人

３人

４人

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子育てや教育にお金がかかり

すぎ収入でまかなえない

働きながら子育てできる職場

環境ではない

仕事や日常生活が忙しく余

裕がない

保育サービスが整っていない

子どもがのびのび育つ社会環

境ではない

年齢的な理由や不妊など出

産に不安がある

自分や夫婦の生活や趣味を

大切にしたい

※結婚に対する考え方で「現在結婚している」と回答した人を対象

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 子どもの人数に関わらず、金銭面での課題を感じている人の割合が最も多く、現在の子どもの人数が2人の場合に課題を感じ
ている人の割合が最も多い。現在の子どもの人数に応じて課題を感じる人の割合は変わらない

⚫ 現在の子どもの人数が多くなるほど、働きながら子育てできる職場環境ではないと感じる人の割合は高くなっている

⚫ 年齢や不妊等の出産への不安、生活や趣味を大切にしたい人の割合は現在の子どもの数が増えるにつれ低くなっている

現
在
の
子
ど
も
の
人
数

（n=23）

（n=45）

（n=59）

（n=19）

（n=7）



子育ての希望について
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子育て支援で重要なもの（現在の子どもの人数）

子どもの人数が多くなるほど、子育てに対する経済的支援策が重要と考えている人が多くなっています。子どもの

人数が2人・3人の場合において再就職支援や多様な保育が求められています。

21

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 現在の子どもの人数が多くなるほど、子育てに対する経済的支援が重要と考える人の割合が高くなっている

⚫ 再就職支援の充実や多様な保育の充実については現在の子どもの人数が2人、3人の場合に割合が高くなっている
⚫ 育児について相談する場や親同士が交流できる場の提供については現在の子どもの数が3人の場合において重要と感じる人の
割合が高く、4人の場合には他の施策に比べて重要と回答とした人はいない

児童手当や
扶養控除など、
子育てに対する
経済的支援の充実

教育費にかかる
支援の充実

遊び場など子どもの
居場所づくりの充実

子どもを連れて
外出できる安全安心な
地域環境の整備

出産・育児による
退職後の再就職支援

の充実

学童保育（留守家庭児
童会）における多様な

保育の充実

保育園における延長
保育の充実

保育園や幼稚園など
の送り迎えの代行

育児について
相談する場、親同士が
交流できる場の提供

0人 46% 60% 31% 20% 23% 22% 27% 22% 15%

1人 64% 72% 55% 40% 17% 17% 15% 9% 15%

2人 68% 72% 57% 34% 34% 29% 26% 18% 15%

3人 86% 67% 52% 48% 29% 29% 24% 10% 29%

4人 88% 63% 75% 50% 25% 25% 25% 25% 0%

（n=95）0人

（n=47）1人

（n=68）2人

（n=21）3人

（n=8）4人



理想の子どもの人数を持つための課題（現在の子どもの人数）

子連れで安全安心に外出できる地域環境は子どもの年齢が低いときほど求められており、遊び場など子どもの居

場所づくりは小学校低学年以下において、より求められています。また、就学前や高校生の場合に子育てや教育

に対する経済的支援が求められています。
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児童手当や
扶養控除など、
子育てに対する
経済的支援の充実

教育費にかかる
支援の充実

遊び場など子どもの
居場所づくりの充実

子どもを連れて
外出できる安全安心な
地域環境の整備

出産・育児による
退職後の再就職支援

の充実

学童保育（留守家庭児
童会）における多様な

保育の充実

保育園における延長
保育の充実

育児について
相談する場、親同士が
交流できる場の提供

保育園や幼稚園など
の送り迎えの代行

0～2歳児 71% 66% 68% 61% 29% 32% 26% 18% 8%

３歳～小学校入学前 82% 76% 68% 50% 18% 26% 26% 16% 13%

小学校低学年（１～３年） 60% 60% 73% 43% 30% 30% 27% 17% 17%

小学校高学年（４～６年） 72% 69% 56% 36% 22% 22% 19% 17% 17%

中学生 76% 70% 48% 24% 30% 27% 24% 18% 12%

高校生 82% 75% 46% 18% 32% 25% 25% 14% 11%

大学生 77% 64% 50% 27% 32% 23% 23% 23% 18%

社会人 71% 76% 53% 35% 41% 29% 24% 18% 24%

※複数回答

⚫ 子育てに対する経済的支援や教育にかかる支援は3歳～小学校入学前、高校生において重要と考える人が多い
⚫ 遊び場など子どもの居場所づくりの充実については小学校低学年以下の子どもがいる場合に重要と考える人が多い

⚫ 子連れで安全安心に外出できるための地域環境整備は子どもの年齢が低くなるにつれ重要と考える人が多い

（n=38）0～2歳児

（n=33）中学生

（n=38）3歳～小学校入学前

（n=30）小学校低学年（1～3年）

（n=36）小学校高学年（4～6年）

（n=22）高校生

（n=28）大学生

（n=17）社会人



就労の希望について
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就業場所（就業形態）

常勤の場合は市内ではなく近隣の泉州地域や大阪市での就労が多くなっています。パート・アルバイトの場合は市

内での就労が多くなっていますが、派遣・契約社員・非常勤職員等の場合は市内就労よりも近隣の泉州地域の

ほうが多くなっています。

24

常勤（正規職員等）

派遣・契約社員・非常勤職員等

自営業・家族従事

パート・アルバイト

内職

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

阪南市内（在宅勤務など含む）

泉州地域(岸和田市・貝塚市・泉佐野市・和泉

市・泉南市・熊取町・田尻町・岬町）

その他の泉州地域の市町

大阪市

大阪府内のその他の市町村

和歌山市

和歌山県内のその他の市町村

大阪府・和歌山県以外の都道府県

あてはまるものはない・就業場所が決まっていない

⚫ 常勤においては阪南市内で就労している割合が低く、近隣の泉州地域での就労が54％と高くなっている
⚫ 派遣・契約社員・非常勤職員等においては常勤と比べて阪南市内で就労している割合が高くなっており、大阪市で就労して
いる割合は低くなっている

⚫ パート・アルバイトは阪南市内での就労が57％と高く、次いで近隣の泉州地域での就労となっている

（n=126）

（n=16）

（n=18）

（n=30）

（n=2）



子育てしながら働く課題（就業場所）

市内での就労にあたっては柔軟な雇用条件や応募したい求人が少ないことが課題と感じています。また、

大阪市・その他の大阪府内の市町村・和歌山市・和歌山県内での就労の場合、生活にゆとりがなかったり、

家事・育児との両立が難しいと感じている人が多くなっています。
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子育てを重視しながら働くことに上司や同僚の協力が得られない

在宅勤務、短時間労働など柔軟な雇用条件が整備されていない

市内で応募したい・応募できる求人がない

仕事と家事・育児の両立が体力・時間的に難しい

通勤時間が長く子育てや生活に時間の余裕がない

休みがとりにくい、残業が多い

子どもの病気など急用が入ったとき、職場で柔軟な対応ができない

子どもが病気の時や急な残業に対応してくれる保育サービスがない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

阪南市内（在宅勤務など含む）

泉州地域

大阪市・その他の大阪府内の市町村

和歌山市・和歌山県内

※子どもの人数が１人以上と回答した人を対象

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 市内での就労の場合柔軟な雇用条件が整備されていないと感じている人が多い

⚫ 和歌山市・和歌山県内での就労の場合、市内での求人がないことを課題と感じている人が多い

⚫ 大阪市・その他の大阪府内の市町村での就労の場合、通勤時間が長く子育てや生活に時間の余裕がない人が多い

⚫ 大阪市・その他の大阪府内の市町村や和歌山市・和歌山県内での就労の場合、仕事・家事・育児などの両立が体力・時間
的に厳しいと感じている人が多い

（n=33）

（n=74）

（n=94）

（n=92）

（n=43）

（n=51）

（n=60）

（n=65）



子育てしながら働く課題（就業形態）

非正規雇用の求人が少ないことが課題として感じている人が多くなっています。また、パート・アルバイトは他の就業

形態に比べて多くの課題を感じている人が多くなっています。

26

市内で応募したい・応募できる求人がない

仕事と家事・育児の両立が体力・時間的に難しい

在宅勤務、短時間労働など柔軟な雇用条件が整備されていない

子どもが病気の時や急な残業に対応してくれる保育サービスがない

子どもの病気など急用が入ったとき、職場で柔軟な対応ができない

子育てを重視しながら働くことに上司や同僚の協力が得られない

休みがとりにくい、残業が多い

通勤時間が長く子育てや生活に時間の余裕がない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

常勤（正規職員等）

派遣・契約社員・非常勤職員等

自営業・家族従事

パート・アルバイト

※子どもの人数が１人以上と回答した人を対象

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 派遣・契約社員・非常勤職員等において75％が、パート・アルバイトにおいて61％が市内での求人がないことを課題と感じている
⚫ 常勤において派遣・契約社員・非常勤職員等よりも仕事・家事・育児の両立に課題を感じている人が多い一方、柔軟な雇用条
件が整備されていないことや職場の子育てへの理解は派遣・契約社員・非常勤職員等のほうが課題に感じている人が多い

⚫ パート・アルバイトにおいて他の就業形態よりも家事・育児との両立や柔軟な雇用条件でないことなど、多くの課題を感じている

（n=94）

（n=92）

（n=74）

（n=65）

（n=60）

（n=33）

（n=51）

（n=43）



希望の就労形態（年齢・性別）

20代後半からは多様な就労形態の希望が見られ、特に女性において短時間・隙間時間での就労を希望する人
が多くなっています。起業したいという人も少数ではあるものの存在しています。

年齢ごとの希望の就労形態

⚫ 20～24歳では95％が正社員でフルタイムでの就労を希望している
⚫ 20代後半以降は短時間・隙間時間での就労を希望している人が
2～4割程度存在している

⚫ 16～19歳や30代以降では起業したい人も少数ではあるが存在して
いる
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61%

95%

47%

63%

57%

64%

58%

6%

40%

25%

29%

21%

27%

17%

3%

6%

4%

8%

11%

5%

7%

3%

6%

4%

6%

2%

6%

7%

6%

3%

4%

2%

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員でフルタイムで就労したい
契約社員やパートで短時間・隙間時間で就労したい
起業したい
現在は就労したくない
在宅ワーク
その他

性別ごとの就労形態

⚫ 男性に比べて女性のほうが正社員でフルタイムでの就労を希望する
人は少なく、短時間・隙間時間での就労を希望する人が多い

⚫ 男性の方が起業したい人の割合が高い

75%

53%

6%

33%

10%

3%

4%

7%

1%

4%

3%

男

女

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正社員でフルタイムで就労したい

契約社員やパートで短時間・隙間時間で就労したい

起業したい

現在は就労したくない

在宅ワーク

その他

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）

（n=97）

（n=139）



就労で重視すること（希望する就労形態）

短時間・隙間時間で就労したい人は収入面に加えて柔軟な働き方を重視しています。また、起業したい人はやり

たいことや自身の知識や能力を活かすことを重視しており、社会貢献意欲も高い人が多くなっています。
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正社員でフルタイムで就労したい

契約社員やパートで短時間・隙間時間で就労したい

起業したい

現在は就労したくない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

十分な収入を得たい

生活費の足しにしたい

時短・在宅・有給など柔軟な働き方をしたい

趣味などやりたい事を重視したい

自身の知識や能力を活かしたい

キャリアや能力を高めたい

健康や体力を維持したい

社会に貢献したい

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 正社員でフルタイムで就労したい人は十分な収入を得ることを重視している

⚫ 短時間・隙間時間で就労したい人は十分もしくは生活の足しになる収入を得ることや、柔軟な働き方を重視している

⚫ 起業したい人は趣味などやりたいことや自身の知識や能力を活かすことを重視しており、他の就労形態と比べて社会に貢献するこ
とも重視している

（n=149）

（n=52）

（n=14）

（n=14）



移住・定住について

29
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居住意向（年齢）

年代が低い方が住み続けたい意向が低く、特に16～19歳、25～29歳において住みやすく住み続けた
いと感じている人の割合が低くなっています。

22%

33%

27%

41%

37%

40%

44%

17%

10%

20%

9%

14%

19%

16%

17%

24%

7%

19%

17%

11%

17%

39%

29%

40%

22%

23%

26%

19%

6%

5%

7%

9%

9%

4%

5%

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすく住み続けたい 少し住みにくいが住み続けたい わりと住みやすいが住み続けたくはない

どちらともいえない 住みにくいし市外に引っ越したい

⚫ 住みやすく住み続けたいと考えている人の割合は16～19歳、25～29歳において低くなっており、どちらともいえないと考えている人
の割合は高くなっている

⚫ 30代において、住みにくいし市外に引っ越したいと考えている人の割合は高くなっている
⚫ 年代が低い方が住み続けたい意向は低くなっている

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）



住みやすいと思う理由（年齢）

30代後半、40代は里山・里海などの自然環境を住みやすい理由として感じています。20代は買い物
や住宅条件等に住みやすさを感じています。

※複数回答（上位抜粋）

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

里山・里海など自然環境に恵まれている

出身地や長く住んでいる場所のため土地勘がある

スーパーや商店などでの買い物が便利

住宅価格、家賃等を低く抑えられる・ゆとりある広さの住宅に住める

公共交通（電車やバス）の利便性が良い

病院など医療機関が充実している

小中学校が家から近くにある

治安が良い
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⚫ 25～29歳は買い物が便利と感じている人の割合が46％と高く、次いで住宅価格等の住宅条件を住みやすいと感じている
⚫ 30代後半、40代は自然環境を住みやすい理由と感じている人が4割程度と高くなっている
⚫ 16～19歳、40代においては土地勘があることを住みやすいと感じている人が3割以上と高くなっている

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）



住みにくいと思う理由（年齢）

全年代で交通・通勤通学・道路環境・就労などが住みにくい理由として挙げられます。20代後半や30代後半では
小中学校が家から遠いことを住みにくさと感じており、30代後半では医療機関が充実していないことも挙げられます。

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公共交通（電車やバス）の利便性が悪い

通勤や通学が不便

道が狭い・坂道や段差が多く歩きにくい

就労の機会や雇用の場が少ない

スーパーや商店などでの買い物が不便

病院など医療機関が充実していない

地震や津波など自然災害の対策ができていない

小中学校が家から遠い

32

※複数回答（上位抜粋）

⚫ いずれの年代においても交通・通勤通学・道路環境・就労を住みにくい理由として感じている

⚫ 20～24歳は特に交通や通勤通学のための移動を住みにくい理由と感じている
⚫ 25～29歳は交通や道路環境、就労機会が少ないこと、小中学校が家から遠いことを住みにくい理由と感じている
⚫ 35～39歳は病院などの医療機関が充実していないことや小中学校が家から通いことを住みにくい理由と感じている

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）
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居住意向（居住地区）

尾崎地区や東鳥取地区は「住みやすく住み続けたい」意向をもつ人が多くなっています。西鳥取地区

や下荘地区では「住みにくいし市外に引っ越したい」意向をもつ人が多くなっています。

40%

39%

36%

34%

16%

10%

13%

21%

14%

15%

13%

20%

28%

31%

27%

15%

2%

6%

11%

10%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすく住み続けたい 少し住みにくいが住み続けたい わりと住みやすいが住み続けたくはない どちらともいえない 住みにくいし市外に引っ越したい

⚫ 尾崎地区・東鳥取地区は住みやすく住み続けたいと感じている人が多い

⚫ 下荘地区は少し住みにくいが住み続けたいと感じている人が多い

⚫ 西鳥取地区・下荘地区は「住みにくいし市外に引っ越したい」と考えている割合が1割程度存在しており、下荘地区において
は「わりと住みやすいが住み続けたくはない」と回答した割合も高くなっている

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）



住みやすいと思う理由（居住地区）

下荘地区において自然環境に住みよさを感じている人が比較的多く、東鳥取地区では比較的少なくなっています。

尾崎地区においては買い物や交通・医療機関等の生活の利便性に住みよさを感じている人が多くなっています。

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 尾崎地区においては自然環境・買い物・住宅条件・交通・病院に住みやすさを感じている

⚫ 西鳥取地区においては自然環境・買い物・住宅環境・小中学校への距離・治安を住みやすさを感じている

⚫ 下荘地区においては自然環境・住宅条件・小中学校への距離・治安を住みやすさを感じている

⚫ 東鳥取地区においては買い物・交通・治安に住みよさを感じており、自然環境については他地区よりも住みよさを感じている人は少ない
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里山・里海など自然環境に恵まれている

スーパーや商店などでの買い物が便利

住宅価格、家賃等を低く抑えられる…

小中学校が家から近くにある

出身地や長く住んでいる場所のため土地勘がある

公共交通（電車やバス）の利便性が良い

治安が良い

病院など医療機関が充実している

地震や津波など自然災害に強い

通勤や通学に便利

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

住宅価格、家賃等を低く抑えられる・

ゆとりある広さの住宅に住める

（n=85）

（n=79）

（n=75）

（n=65）

（n=73）

（n=50）

（n=64）

（n=31）

（n=26）

（n=21）



住みにくいと思う理由（居住地区）

下荘地区では交通・買い物・医療機関等の生活の不便さに住みにくさを感じている人が多くなっています。

尾崎地区では道路環境や小中学校との距離などに住みにくさを感じている人が多くなっています。

⚫ 尾崎地区においては道路環境、小中学校との距離、自然災害対策などに課題を感じている

⚫ 西鳥取地区においては交通・通勤通学・道路環境などに課題を感じている

⚫ 下荘地区では交通・通勤通学・買い物・医療機関などに課題を感じている

⚫ 東鳥取地区では交通・道路環境などに課題を感じている

⚫ 就労の課題については居住地区に関わらず課題を感じている人が存在している
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公共交通（電車やバス）の利便性が悪い

通勤や通学が不便

スーパーや商店などでの買い物が不便

病院など医療機関が充実していない

道が狭い・坂道や段差が多く歩きにくい

就労の機会や雇用の場が少ない

小中学校が家から遠い

地震や津波など自然災害の対策ができていない

幼稚園、保育所や認定こども園など…

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

幼稚園、保育所や認定こども園など

子育てをする環境や施策が充実していない

※複数回答（上位抜粋）

（n=105）

（n=79）

（n=45）

（n=54）

（n=78）

（n=71）

（n=25）

（n=36）

（n=20）



住みやすい理由（居住意向）

買い物・交通等の生活の利便性によって住みよさの感じ方が異なっています。自然環境や土地勘が高い人は定

住意向が高くなっています。
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⚫ 定住意向が高い人は自然環境に住みよさを感じている人が多い

⚫ 「少し住みにくいが住み続けたい」と感じている人は買い物や交通の利便性が良いと感じている人の割合が低い一方、
自然環境や土地勘があることに住みよさを感じている人が多い

⚫ 「わりと住みやすいが住み続けたくはない」と感じている人は買い物・治安・住宅環境・小中学校との距離など生活の
利便性に住みよさを感じている一方、自然環境や交通に住みよさを感じている人は少ない

⚫ 「住みにくいし市外に引っ越したい」と感じている人は買い物・治安・小中学校との距離・交通・土地勘などに住みにく
さを感じている人が少なく、自然環境にも他地区に比べて住みよさを感じている人が少ない

里山・里海など自然環境に恵まれている

スーパーや商店などでの買い物が便利

治安が良い

住宅価格、家賃等を低く抑えられる…

小中学校が家から近くにある

公共交通（電車やバス）の利便性が良い

出身地や長く住んでいる場所のため土地勘がある

特に住みやすいと思う点はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすく住み続けたい

少し住みにくいが住み続けたい

わりと住みやすいが住み続けたくはない

どちらともいえない

住みにくいし市外に引っ越したい

住宅価格、家賃等を低く抑えられる

・ゆとりある広さの住宅に住める

※複数回答（上位抜粋）

（n=85）

（n=79）

（n=64）

（n=75）

（n=65）

（n=50）

（n=73）

（n=26）



住みにくい理由（居住意向）

移住意向が高い人は交通・通勤通学・道路環境などに住みにくさを感じている人が多くなっています。就労機会の

少なさに関してはいずれの居住意向においても住みにくさを感じている人が多くなっています。
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公共交通（電車やバス）の利便性が悪い

通勤や通学が不便

道が狭い・坂道や段差が多く歩きにくい

就労の機会や雇用の場が少ない

病院など医療機関が充実していない

スーパーや商店などでの買い物が不便

地震や津波など自然災害の対策ができていない

特に住みにくいと思う点はない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住みやすく住み続けたい

少し住みにくいが住み続けたい

わりと住みやすいが住み続けたくはない

どちらともいえない

住みにくいし市外に引っ越したい

※複数回答（上位抜粋）

⚫ 「住みやすく住み続けたい」と感じている人は他の居住意向と比べて交通・通勤通学・道路環境・医療機関・買い物・災害対策などに住
みにくさを感じている人が少ない

⚫ 「少し住みにくいが住み続けたい」と感じている人は交通・通勤通学・買い物・医療機関・道路環境などに住みにくさを感じている人が多い

⚫ 「わりと住みやすいが住み続けたくはない」もしくは「住みにくいし市外に引っ越したい」と感じている人は交通・通勤通学・道路環境などに

住みにくさを感じている人が多い

⚫ 就労機会の少なさに関してはいずれの居住意向においても住みにくさを感じている

（n=105）

（n=79）

（n=78）

（n=71）

（n=54）

（n=45）

（n=36）

（n=32）
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出身地および転入形態（居住地区）

西鳥取地区・東鳥取地区において市内出身者が特に多い一方で、下荘地区においては他地区と比べて多様な

地域からの転入が見られます。西鳥取地区・東鳥取地区では配偶者・パートナー起点での転入が多くなっており、

尾崎地区・下荘地区では多様な転入形態が見られます。

居住地区ごとの出身地

53%

60%

69%

43%

12%

23%

9%

13%

5%

2%

2%

10%

2%

3%

2%

5%

7%

2%

2%

7%

3%

3%

5%

2%

7%

12%

6%

13%

13%

5%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 20% 40% 60% 80% 100%

阪南市内

泉州地域(岸和田市・貝塚市・泉佐野市・和泉市・泉南市・熊取町・田尻町・岬町）

その他の泉州地域の市町

大阪市

大阪府内のその他の市町村

和歌山市

和歌山県内のその他の市町村

大阪府・和歌山県以外の都道府県

⚫ 西鳥取地区や東鳥取地区において阪南市出身が多く、特に西鳥
取地区においては69%が市内出身者となっている

⚫ 下荘地区においては他地区と比較して市外出身者の割合が多く、
多様な地域からの転入がみられる

居住地区ごとの転入形態

⚫ 西鳥取地区・東鳥取地区においては他配偶者・パートナー起点の

移住が半数を占めており、Uターンと合わせると8割程度を占めている
⚫ Iターンは尾崎地区・下荘地区において多くなっている
⚫ Jターンは全地区において比較的少なく、特に西鳥取地区ではみられ
ない

25%

14%

6%

29%

13%

9%

4%

29%

27%

31%

27%

29%

48%

50%

27%

13%

9%

4%

2%

4%

尾崎地区

東鳥取地区

西鳥取地区

下荘地区

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Iターン Jターン

Uターン 配偶者・パートナー起点の移住

転勤による自身の意志と異なる引っ越し その他

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）

（n=43）

（n=88）

（n=45）

（n=61）



同居人および近居している親族（年齢）

自身やパートナーの親と30代以上では1～2割程度が同居しており、30代後半以上では8割程度が近居しています。

⚫ 30代後半以上において8割程度が自分もしくは配偶者・パートナーの
父または母が近居している

⚫ 40～44歳においては45％が兄弟および（または）姉妹が近居して
いると回答している

年齢ごとの同居人

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同居していない（１人暮らし） 配偶者・パートナー（事実婚等を含む）

自分の子ども 自分の父および（または）母

配偶者・パートナーの父および（または）母 兄弟および（または）姉妹

⚫ 20代後半から30代後半にかけて配偶者・パートナーや自分の子ども
と同居している割合が増加する

⚫ 30代以上においては1～2割程度が自分もしくは配偶者・パートナー
の父または母と同居している

39

年齢ごとの近居している親族

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いない 配偶者・パートナー（事実婚等を含む）

自分の子ども 自分の父および（または）母

配偶者・パートナーの父および（または）母 兄弟および（または）姉妹

自分の孫

※近居とは車で15分以内・徒歩で30分以内としている
※複数回答※複数回答

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）



阪南市への移住のきっかけ（Iターン・Jターン）

Iターンでは住宅や仕事上の都合をきっかけとしており、Jターンでは仕事上の都合に加えて生活環境をよくすることが
きっかけとして挙げられます。
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住宅の都合

仕事上の都合

結婚（事実婚を含む）

生活環境をよくすること

子どもが生まれた、または生まれる予定があった

子育て環境をよくするため

家族の人数の変化

親の介護等のために同居、または近くに住む必要があったため

通勤・通学の利便性を高めるため

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Iターン Jターン

⚫ Iターンにおいて住宅の都合が最も多く、次いで仕事の都合がきっかけとなっている
⚫ Jターンにおいて仕事の都合が最も多く、次いで生活環境をよくすることがきっかけとなっている
⚫ Jターンにおいて家族の人数の変化・親との同居等の必要性・通勤通学の利便性を高めることはきっかけとしてみられない

※複数回答（上位抜粋）

（n=15）

（n=8）

（n=6）

（n=6）

（n=5）

（n=2）

（n=1）

（n=12）

（n=2）



阪南市を居住地に選んだ理由（Iターン・Jターン）

居住地に選んだ理由として、Iターンではちょうどよい物件がみつかったことが多く、Jターンでは
それ以外に自然環境・土地勘・親や親族との近居などが理由として多くなっています。
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地代や家賃が安い・土地が広い・ロケーションが良い等、…

里山・里海などの自然が豊かだから

自身もしくは配偶者・パートナーが…

親や親戚が近くに住んでいるから

知人や友人など親しい人が近くに住んでいるから

子育てをするための環境が良いから

通勤に便利な場所だから・就業先に近いから

関西国際空港に近いから

商業施設や公共施設が充実しており日常生活が便利だから

自然災害が少ない・犯罪が少ないなど…

自身もしくは配偶者・パートナーの出身地だから

学校教育が充実しているから

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Iターン Jターン

地代や家賃が安い・土地が広い・ロケーションが良い等、

ちょうどよい物件が見つかったから

自身もしくは配偶者・パートナーが

よく通った場所であり土地勘があるから

自然災害が少ない・犯罪が少ないなど

安全安心なまちだから

※複数回答（上位抜粋）

⚫ Iターンにおいて、ちょうどよい物件が見つかったことを54％が居住地に選んだ理由となっている
⚫ Jターンにおいて、ちょうどよい物件が見つかったことに加え、自然環境・土地勘・親や親戚が近くに住んでいることなどが主な
居住地に選んだ理由となっている

（n=19）

（n=6）

（n=6）

（n=3）

（n=5）

（n=5）

（n=2）

（n=7）

（n=3）

（n=2）

（n=1）

（n=2）



住みやすい理由（Iターン・Jターン）

IターンではJターンと比べて自然環境・治安などを住みやすい理由として多くなっており、
JターンではIターンと比べて医療機関を住みやすい理由として多くなっています。
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住宅価格、家賃等を低く抑えられる…

スーパーや商店などでの買い物が便利

里山・里海など自然環境に恵まれている

公共交通（電車やバス）の利便性が良い

病院など医療機関が充実している

治安が良い

小中学校が家から近くにある

通勤や通学に便利

出身地や長く住んでいる場所のため土地勘がある

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Iターン Jターン

住宅価格、家賃等を低く抑えられる

・ゆとりある広さの住宅に住める

⚫ Iターンにおいて、物件条件・買い物・自然環境・治安などが住みやすい理由として多くなっている
⚫ Jターンにおいて、物件条件・買い物・医療機関などが住みやすい理由として多くなっている

※複数回答（上位抜粋）

（n=17）

（n=12）

（n=11）

（n=9）

（n=12）

（n=10）

（n=2）

（n=15）

（n=6）



住みにくい理由（Iターン・Jターン）

IターンではJターンに比べて通勤通学・買い物が不便と感じている人が多く、
JでターンはIターンに比べて交通・道路環境・就労・災害対策・医療機関に不便を感じている人が多くなっています。
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公共交通（電車やバス）の利便性が悪い

道が狭い・坂道や段差が多く歩きにくい

就労の機会や雇用の場が少ない

通勤や通学が不便

スーパーや商店などでの買い物が不便

地震や津波など自然災害の対策ができていない

病院など医療機関が充実していない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Iターン Jターン ※複数回答（上位抜粋）

⚫ Iターンにおいて、交通・道路環境・通勤通学が住みにくい理由として多くなっている
⚫ Jターンにおいて、交通・道路環境・就労が住みにくい理由として多くなっている
⚫ IターンはJターンに比べて通勤通学・買い物が不便と感じている人が多い
⚫ JターンはIターンに比べて交通・道路環境・就労・災害対策・医療機関に不便を感じている人が多い

（n=16）

（n=10）

（n=11）

（n=6）

（n=4）

（n=7）

（n=15）



転入時の結婚・出産の状況（年齢・転入形態）

30代での転入は結婚している割合が7割程度となっており、20代後半においては結婚や出産（予定）をしている
割合が高くなっています。また、Uターンにおいては結婚しているが出産はしていない割合が高くなっています。

⚫ Iターン・Jターン・配偶者・パートナー起点での移住では4割程度が「結
婚しており子どもがいた（生まれる予定があった）」と回答している

⚫ Uターンでは「結婚しており子どもがいなかった」が31%と他の転入形
態と比べて多くなっている

⚫ 転勤による自身の意思と異なる引っ越しでは子どもがいる（産まれ
る予定がある）と回答した人はいなかった
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転入形態ごとの転入時の結婚・出産の状況

38%

40%

33%

46%

19%

20%

31%

50%

21%

4%

8%

4%

35%

40%

22%

50%

27%

4%

6%

2%

Iターン

Jターン

Uターン

転勤による自身の~

配偶者・パートナ~

0% 20% 40% 60% 80% 100%

結婚しており子どもがいた（産まれる予定があった）

結婚しており子どもがいなかった

独身で子どもがいた（産まれる予定があった）

独身で子どもはいなかった

答えたくない

年齢ごとの転入時の結婚・出産の状況

33%

63%

33%

41%

41%

29%

13%

24%

27%

25%

26%

5%

9%

8%

50%

67%

13%

38%

27%

25%

34%

50%

13%

5%

3%

16～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

0% 20% 40% 60% 80% 100%

結婚しており子どもがいた（産まれる予定があった）

結婚しており子どもがいなかった

独身で子どもがいた（産まれる予定があった）

独身で子どもはいなかった

答えたくない

⚫ 25～29歳においては「結婚しており子どもがいた（産まれる予定が
あった）」が63%を占めており他の年齢よりも多くなっている

⚫ 30代後半以上においては「独身で子どもがいた（産まれる（産まれ
る予定があった）」も存在している

⚫ 30代での転入は7割程度が結婚している

（n=18）

（n=21）

（n=15）

（n=32）

（n=35）

（n=47）

（n=64）

（n=26）

（n=10）

（n=37）

（n=6）

（n=51）

転勤による自身の意思と

異なる引っ越し

配偶者・パートナー

起点の引っ越し
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